
 

１ 個

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（

○

○

○

①
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第２

１

２

個に応じた

施策体系

１）個に応

○ 社会の情

きており、

識基盤社会

ています。

○ 子どもた

め定まった

体的・協働

領の次期改

う使うか」

能力の育成

○ この学校

には、少人

していく必

基本的な知

現に取り組

クティブ

これからの

① 指導改

 教育課程

② 少人数

 少人数教

ICT 環境

章 取組の

１ ICT：Infor
子どもたちの情

２ アクティブ

教授・学習法

たきめ細か

系 

応じたきめ

情報化の進

、新しい知

会」となっ

。 

たちの学び

た問題を効

働的に解決

改訂も、「何

」「どのよう

成を図る視点

校教育に関

人数教育の

必要があり

知識・技能を

組むととも

・ラーニング

の社会を生

改善の推進 

程と授業の改

数教育等学

教育の充実、

境の整備 

の方向と施策

rmation and Co
情報活用能力の

・ラーニング：

の総称。 

かな教育を

め細かな指

進展や技術革

識・情報・

てきていま

びにおいても

率的に解く

決を図ってい

何を知ってい

うに社会・世

点から検討

関する大きな

の充実に取り

ます。また、

を定着させ

に、「課題の

グ２ 』）」を取

き抜くため

進 

改善、教員研

学びの環境の

、外部人材

策の展開 

ommunication 
の育成を図ってい

：教員による一方

充実させ、

指導の充実

革新、グロー

技術があら

ます。このよ

も、これから

く力だけでは

いく力を身に

いるか、何

世界と関わり

討されていま

な改革に対応

り組み、子ど

、ＩＣＴ１ の

せる工夫など

の発見・解決

取り入れた

めの資質・能

研修の充実

の整備 

の活用、家

Technology（情

いる。 
方向的な講義形

、一人一人

実 

ーバル化の進

らゆる領域で

ような社会の

らの社会を生

はなく、自ら

に付けること

ができるか

り、よりよ

ます。 

応し、個に応

どもたち一人

の活用、全国

どによる授業

決に向けた主

た教科等の学

能力の育成に

実 

家庭との連携

情報通信技術）

形式の教育とは異

人の個性や

進展など、社

での活動の基

の変化は、今

生き抜く力

ら問題を発見

とが必要と

か」「知って

い人生を送

応じたきめ細

人一人に目が

国学力・学習

業の改善を通

主体的・協

学び、教科等

に取り組んで

携、校外での

の略。学校では

異なり、学修者

や可能性を

社会が加速

基盤として

今後も一層

として、解

見し、その

されていま

いること・

送るか」とい

細かな指導

が届くよう

習状況調査の

通して、「わ

協働的な学び

等を横断する

でいくことが

の学習の支援

は、パソコンやタ

者の能動的な学修

を伸ばしま

速度的に変化

て重要となる

層進むと予想

解き方があら

の解決に向け

ます。学習指

できること

いう三つの資

導を充実する

う教育環境を

の活用、基礎

わかる授業」

び（いわゆる

る学びを推進

が必要です

援、 

タブレット等を

修への参加を取

ます 

化して

る「知

想され

らかじ

けて主

指導要

とをど

資質・

るため

を整備

礎的・

の実

る『ア

進し、

す。 

を導入し、

取り入れた

① 指導改

◎ 学習

ニング

います

◎ 主体

児童生

いて見

ます。

「自分

びを意

○ 常に

め」を

の中で

○ 言語

「説明

語活動

む」こ

ととも

○ 指導

活用

 ○ 全国

教育委

学習状

○ 本県

育課程

施策の

３ カリキュ

て改善して

整備を一体

４ デジタル

情報の集合

改善の推進

習指導要領

グの考え方

す。また、各

体的な学び

生徒が授業

見通しがも

。また、単元

分の生活に

意味付けて

に児童生徒

を意識した発

で、問題発

語に関する

明したり解

動を重視し

ことを、各教

もに、家庭

導の意図や

して「わか

国学力・学習

委員会や小

状況調査の

県で実施さ

程研究協議

の展開

ュラム・マネジ

ていくという、P
体として捉える

ルコンテンツ：デ

合のこと。 

 

進 

領の次期改訂

方を取り入れ

各学校におい

びの過程の実

業で「何を学

もてるように

元や題材、

にどのように

ていく工夫を

徒が見通しを

発問や指示

発見・解決を

る能力の育成

解釈したりす

した授業を行

教科等の授

庭生活と結び

や授業の目的

かる授業」づ

習状況調査

小・中学校の

の分析結果を

されているア

議会や研究発

ジメント：①学校

PDCA サイクル

こと。 
デジタルデータ

訂を踏まえ、

れた教育課程

いても、学習

実現を図るた

学ぶか」「どの

に働きかけ、

授業の終わ

につながって

をします。（高

を持って学ぶ

示等を工夫し

を念頭におい

成を図るため

する」「感じ取

行います。特

授業はもとよ

び付くように

的に合わせて

づくりに取り

査の分析結果

取組を支援

を踏まえ、指

アクティブ・

発表会等を通

校教育目標を実現

ルによる営みの

タで表現された文

カリキュラ

程の編成、授

習指導要領の

ため、各教科

のように学ぶ

児童生徒自

わりでは、「自

ていくのか」

高・義） 

ぶために、授

します。また

いた深い学び

め、授業の中

取ったこと

特に、小学校

より、教育活

に工夫します

て、デジタル

り組みます。

果や、指導改

援します。ま

指導方法の改

ラーニング

通して全県の

現するために、

のこと。②教育内

文章、音楽、画

ラム・マネジ

授業改善に関

の改訂を踏ま

科・科目等の

ぶか」「何が

自身が学習の

自分の学びに

等について

授業の中では

た、習得・活

びの過程の実

中では「記録

を表現する

校においては

活動全体の中

す。（高・義

ルコンテンツ

（高・義・

改善のための

た、各学校

改善に努めま

グに関する研

の高等学校に

教育課程を編成

内容を相互に関連

画像、映像、デー

ジメント３ や

関する教員研

まえた研修

の単元や題材

ができるよう

の計画を立て

びにどのよう

ての振り返り

は「課題把握

活用・探究と

実現を目指

録する」「要約

る」「分析・評

は、「話す・

中で計画的

義） 

ツ４ を取り入

特） 

の方法を普及

においては

ます。（義）

研究成果を、

に普及しま

成し、その教育

連付け、横断す

ータベース、ま

やアクティブ

研修や情報提

修や準備を進

材、授業の初

うになるか」

てるなどの工

な意味があ

りを大切に

握・課題追究

という学習プ

します。（高

約する」「論

評価する」な

・聞く」「書

・系統的に指

入れるなど

及・啓発し、

は、自校の全

 

、愛知県高等

す。（高）

育課程を計画・実

すること。③教育

またはそれらを組

ブ・ラー

提供を行

進めます。

初めでは、

」等につ

工夫をし

あるのか」

させ、学

究・まと

プロセス

高・義）

論述する」

などの言

書く」「読

指導する

ど、ICT を

、市町村

全国学力・

等学校教

実施・評価し

育内容と条件

組み合わせた



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 

○

○

○

○

○

○

○

◎

○

○

○

施

５ 

少人数教育

○ 国の教職

ング５ など

○ 特別非常

サポートが

欲的な学習

○ 力量のあ

○ 基本的な

いきます。

○ 放課後子

活動サポー

○ 豊かな言

充実します

○ 県や地域

主体的な学

◎ 施設の改

の充実を進

○ 外国語教

○ 情報教育

支援します

○ 実務経験

す。（県民生

施策の展開

ティームティ

育等学びの環

職員定数改善

どによる少人

常勤講師や社

が行えるよう

習を支援しま

ある退職教員

な生活習慣や

（生・義） 

子ども教室や

ーターとして

言語生活を営

す。（高・義

域の図書館、

学びの機会を

改修等に合わ

進めます。（高

教育等を少人

育の推進を図

す。（県民生活

験や専門的知

生活部） 

開 

ーチング：複数

環境の整備 

善を踏まえ、

人数指導を推

社会人講師、

う、市町村教

ます。（義）

員を「授業の

や学習習慣が

や土曜学習の

て児童の学習

営めるよう、

・特） 

美術館、博

をつくります

わせて県立高

高） 

人数教育で行

図るため、教

活部） 

知識を有する

数の教員が役割を

、小１・２

推進するな

、退職教員

教育委員会

 

の達人」とし

が定着する

の活動を補

習を助ける取

、一斉読書

博物館等を活

す。（高・義

高校にプレ

行っている私

教育用コン

る社会人を

を分担し、協力

、中１にお

ど、少人数

や大学生な

と協力して

して活用し、若

ように、学

助し、地域

取組を支援

の実施や学

活用して体験

義・特） 

ゼンテーシ

私立高等学

ピュータを

、積極的に

力し合いながら学

おける少人数

数教育の充実

など、多様な

て環境を整備

若手教員の授

学校、家庭、

域の多様な人

援します。（生

学校図書館の

験的な学習

ションルーム

学校を支援し

を整備してい

に活用してい

学級あるいは小

数学級や、テ

実を図ります

な外部人材を

備し、児童生

授業力向上

地域の連携

人々が教育活

生） 

の活用等、本

習や問題解決

ムを整備する

します。（県民

いる私立中学

いる私立高等

小集団を指導する

 

ティームテ

す。（財） 

を活用して学

生徒の主体的

上を図ります

携をさらに強

活動推進員や

本に親しむ機

決的な学習を

るなど、教育

民生活部）

学校、高等学

等学校を支援

る方式のこと。

ィーチ

学習の

的・意

す。（義）

強めて

や教育

機会を

を行い、

育環境

 

学校を

援しま

空白 



 

１ 個

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（

○

○

○

○

第２

個に応じた

２）多様な

○ 児童生徒

傾向や、

い外国に

しを希望

りが一層

○ 本県では

ビジョン

いるとこ

しさや達

育課程に

化を踏ま

応じて学

要です。

○ 一方、国

クール等

への学習

た施策の

○ 本県の私

徒の多様

人材を育

各種学校

担ってお

章 取組の

① 新し

制・単

平成2

間定時

教育、

 

② フリ

フリー

Ｏ等と

施策

たきめ細か

な学びを保

徒の学習に

経済的に恵

につながる児

望する人たち

重要になっ

は、平成27

ン）に基づき

ろです。特

達成感などが

に体験的・実

まえた更なる

学ぶことので

国において

等の制度化に

習支援が課題

の検討も進め

私立学校に

様な進路希望

育成する専修

校など様々な

おり、その振

の方向と施策

しい公立高

単位制高校

29 年度入学

時制の配置、

私立高等学

リースクー

ースクール等

との連携、中

策体系 

かな教育を

保障する学

に対する興味

恵まれない家

児童生徒など

ちも少なから

ってきていま

7 年３月に

き、生徒の多

特に生徒の主

が得られるな

実践的な学習

る見直しが求

できる昼間定

ては、不登校

について検討

題となってい

められていま

には、不登校

望に応える専

修学校の専門

な学校種があ

振興が必要で

策の展開 

高等学校入

校の設置、

学者選抜から

スクールカ

学校における

ール等民間

等との連携、

中学校卒業後

充実させ、

学校・仕組

味・関心や進

家庭環境にあ

どが増加して

らずおり、こ

ます。 

に策定した「

多様なニーズ

主体的な選択

などの成果が

習を行う専門

求められてい

定時制課程等

校の児童生徒

討しており、

います。また

ます。 

校の児童生徒

専修学校の高

門課程、外国

あります。県

です。 

入学者選抜

定時制・

ら新制度導

カウンセラー

る生徒へのカ

教育施設

、中学校夜間

後進路が決

、一人一人

組みづくり

進路希望はま

ある児童生徒

ています。ま

こうした多様

「県立高等学

ズを踏まえた

択による学習

があり、その

門科目等を取

います。さら

等へのニーズ

徒が学習の機

学校以外の

た、義務教育

徒を対象とす

高等課程や高

国人児童生徒

県民の多様な

抜の導入、

通信制教育

入、総合学

ー・スクール

カウンセリ

との連携、

間学級の継

まらない子

人の個性や

り 

ますます多様

徒、日本語

また、社会

様な学習ニ

学校教育推進

た様々なタ

習が可能な

の拡充が求

取り入れた

らに、自分

ズが高まっ

機会（場）

の教育施設

育未修了者

する中学校、

高等学校の

徒の学びの

な学びを保

総合学科

育の充実、

学科の設置、

ルソーシャ

ング体制へ

、夜間中学

継続、外国人

子どもたちへ

や可能性を

様化すると

語能力が十分

会に出てから

ニーズに対応

進基本計画」

イプの学校

な総合学科は

求められてい

た普通科コー

分のペースや

ており、こ

の一つとし

設等との連携

者等の就学機

、高等学校

の定時制、通

の場となる外

保障する上で

の新たな設

、私立学校

普通科コー

ャルワーカー

への支援、外

学等学び直

人の子どもの

への支援 

を伸ばしま

とともに、不

分身に付いて

ら、再度、学

応できる学校

」（高等学校

校づくりを進

は、学ぶこと

います。また

ースは、時代

や興味・関心

これらの拡充

しているフリ

携による児童

機会の確保に

校を始め、児

通信制課程、

外国人学校を

で、重要な役

設置、昼間

校への支援

ース制の見直

ーの配置、中

外国人学校へ

直しの機会

の教育におけ

ます 

不登校

ていな

学び直

校づく

校将来

進めて

との楽

た、教

代の変

心等に

充も必

リース

童生徒

に向け

児童生

産業

を含む

役割を

間定時

援 

直し、昼

中高一貫

への支援

会充実 

けるＮＰ

① 新し

校の設

◎ 平

◎ 既

ます

◎ 普

を検

び直

◎ 全

自分

す。

○ 全

拡大

教育

○ 

ク

◎ 通

り方

校の

◎ 

に、

○ 県

る

○ 生

す。

 

② フリ

◎ 不

教室

○ 

して

◎ 

NP

等

◎ 進

業者

て検

施策の

しい公立高等

設置、定時制

平成29 年

三河学区の

解決するた

した選抜を

既存の総合

す。（高）

普通科のコ

検討します

直しの科目

全県の県立

分のペース

。（高） 

全国最多の

大を図ると

育支援員の

高等学校に

ールカウン

通信制高校

方と環境整

の在り方に

人口減少地

、中等教育

県民が多様

ことができ

生徒へのカ

。（県民生活

リースクール

不登校児童

室やフリー

中学校夜間

ていきます

外国人の子

PO 等を対象

との連携を

進学や就職

者を生み出

検討してい

の展開

 

等学校入学者

制・通信制

年度公立高等

の群の廃止、

ために必要な

を実施 

合学科への通

コースについ

す。また、普

目、職業科目

立高等学校の

スに合わせて

の外国人児童

とともに、外

の配置拡充に

における教育

ンセラーやス

校におけるス

整備について

について研究

地域における

育学校や併設

様な教育を受

きるよう私立

カウンセリン

活部） 

ル等民間教育

童生徒に対す

ースクール等

間学級につい

す。（総、義）

子どもの教育

象とした情報

を検討してい

職等進路が決

出さない対策

いきます。（財

者選抜の導入

教育の充実

等学校入学者

推薦枠の志

な思考力・判

通学が容易で

いては、必要

普通科におい

を学校独自

の配置を考え

て学習できる

童生徒の学び

外国人生徒等

に努めます。

育相談体制

スクールソー

スクーリング

て検討すると

究します。（高

る連携型中

設型中高一貫

受ける機会を

立学校の振興

ングを担当す

育施設との連

する支援を強

等との連携を

いては、愛知

） 

育の機会を

報共有や意

いきます。（義

決まらないま

策と無業者と

財・高・義、

入、総合学

実、私立学校

者選抜から新

志願者も学

判断力・表

でない地域

要に応じて既

いて、体験的

自に設置する

える中で、生

る昼間定時制

びの場を広

等の学習活動

（高） 

制や福祉関係

ーシャルワー

グ指導を円滑

とともに、定

高） 

中高一貫教育

貫教育校の研

を確保し、個

興を図ります

する教職員

連携、夜間

強化するため

を検討してい

知県教育・ス

を確保し、教

意見交換のた

義、県民生

まま中学校

となった若者

、県民生活

学科の新たな

校への支援 
新制度を導入

力検査を受

現力等をこ

を中心に、

既設コース

的で主体的

るなど教育課

生徒が興味

制や全日制

げるため、

動や学校生

係機関との連

ーカーの配置

滑に実施す

定時制との

育の新たな実

研究を進めま

個々の能力

す。（県民生

を配置して

間中学等学び

め、国の動

いきます。（

スポーツ振

教育環境の充

ための場をつ

生活部） 

を卒業する

者への支援

活部） 

な設置、昼間

入します。

受検、入試日

これまで以上

新たな総合

スの改廃や新

的な活動を取

課程の弾力化

・関心に応

制の単位制高

外国人生徒

生活への支援

連携体制を

置拡充に努

するため、新

の併設を含め

実施につい

ます。（高）

力適性にふさ

生活部） 

ている私立高

び直しの機会

動向も踏まえ

（義） 

振興財団の事

充実を図る

つくるなど、

る生徒がいる

援策について

間定時制・単

日程の短縮、

上に測る出題

合学科の設置

新たなコース

取り入れた科

化を進めます

じて科目を

高校の設置を

徒等選抜の実

援を行う外国

を強化するた

めます。 

新たな指導方

め、今後の通

いて検討する

 

さわしい教育

高等学校を支

会充実 

えながら、適

事業の継続等

るため、公立

公立学校と

る実態を踏ま

て、関係者が

単位制高

、課題を

題を工夫

置を進め

スの設置

科目、学

す。（高）

を選択し、

を進めま

実施校の

国人生徒

ため、ス

方法の在

通信制高

るととも

育を受け

支援しま

適応指導

等を検討

立学校や

とＮＰＯ

まえ、無

が連携し



 

１ 個
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○

○

○

○

○

第２

 

 

 

 

個に応じた

施策体系

３）特別支

○ 小・中学

導の在り方

重度・重複

○  こうした

支援・指導

的ニーズに

○ また、共

みであるイ

○ さらに、

で36.7％

の向上のた

要です。 

○ 課題の中

療・福祉

平成２６年

づく取組を

章 取組の

① 一人一

  校（園

私立学

② 特別支

  新たな

③ イン

  教員研

④ 関係機

  企業や

１ インクルー

せ、自由な

２ 合理的配慮

学校の設置

において、

たきめ細か

系 

支援教育の

学校や高等

方、特別支

複化や多様化

た課題に対

導体制の充

に応えた適切

共生社会の

インクルー

、平成 26

％となってお

ためには、

中には、教

・労働の各

年３月に策定

を着実に推進

の方向と施策

一人の教育

園）内支援体

学校への支援

支援学校の

な知的障害特

クルーシブ

研修の充実、

機関と連携

や関係機関と

ーシブ教育シス

な社会に効果的

慮：障害のある子

置者及び学校が必

均衡を失した

かな教育を

の充実 

等学校に在籍

支援学校の過

化への対応

対応していく

充実や、特別

切な支援と

の形成に向け

シブ教育シ

年度末の特

おり、全国平

幅広い業種

教育委員会や

各分野との連

定した「愛

進していく

策の展開 

育的ニーズ

体制の充実、

援の推進 

の教育環境

特別支援学校

ブ教育シス

、共同学習の

携した就労

との連携によ

テム：人間の多

に参加すること

子どもが、他の

必要かつ適当な

または過度な負

充実させ、

籍する発達障

過大化による

応など、特別

くため、幼稚

別支援学校の

と指導を行っ

けて、障害の

システム１ を

特別支援学校

平均の28.4

種での職場の

や学校だけの

連携や、地域

愛知県特別支

ことが必要

ズに応じた

、異なる学

境の整備及

校の設置、

ステムの構

の推進、合

労支援 

よる就労支

多様性の尊重等の

とを可能とする

の子どもと平等に

な変更・調整を行

負担を課さないも

、一人一人

障害を含む障

る教室不足や

別支援教育全

稚園・保育所

の教育環境の

っていくこと

のある子ども

を構築してい

校高等部卒業

4％と比べる

の拡大等、就

の努力では解

域の方々や企

支援教育推進

要です。 

た支援・指

学校種間の移

及び通学環

スクールバ

構築 

合理的配慮２ 

支援策の検討

の強化、障害者

目的の下、障害

に「教育を受け

行うこと。なお

ものされている

人の個性や

障害のある子

や長時間通学

全般にわたる

所、小・中学

の整備の推進

とが求められ

もと障害のな

いくことが望

業生の一般

ると高い数

就労支援の充

解決が難し

企業、関係諸

進計画（愛知

指導の充実

移行支援の充

環境の改善

バスの整備の

に向けた教

討、就労アド

者が精神的及び身

害のある子どもと

ける権利」を享有

お、学校の設置者

る。 

や可能性を

子どもへの

学の問題、

る様々な課題

学校及び高

進により、

れています。

ない子ども

望まれていま

般企業等への

数値ですが、

充実を図っ

いものが多

諸機関など

知・つながり

実 

充実、 

善 

の推進 

教育環境の充

ドバイザーの

身体的な機能等

とない子どもが

有・行使するこ

者及び学校に対

を伸ばしま

の適切な支援

子どもの障

題がありま

高等学校にお

一人一人の

。 

もが共に学ぶ

ます。 

の就職率は、

さらなる就

っていくこと

多くあります

どの支援によ

りプラン）」

充実 

の配置 

を最大限度まで

共に学ぶ仕組み

とを確保するた

対して、体制面、

ます 

援と指

障害の

ます。 

おける

の教育

ぶ仕組

全体

就職率

とが重

す。医

より、

に基

で発達さ

み。 

ために、

財政面

 

① 一人

○ 校

・ 幼

・ 幼

◎ 幼

・ 特

・ 特

・ 特

○ 特別

を含む

○ 市町

育所か

進しま

○ 特別

高等学

② 特別

○ 新た

 ○ 小

 ○ スク

③ イン

○ 市町

○ 全教

○ 障害

○ 障害

や環境

④ 関係

○ 「キ

○ 愛知

○ 特別

施策の展

３ 特別支援

整、保護

４ 特別支援

応え、乳

た協議会

５ 市町村就

体的な方

６ ユニバー

い授業。

７ キャリア

する就労

人一人の教育

（園）内支援

幼児児童生徒

幼児児童生徒

幼稚園・保育

特別支援教育

特別支援学級

特別支援教育

別な支援を

む。）の教育

町村教育委員

から就学」、

ます。（義・

別な支援を必

学校を支援

別支援学校の

たな知的障害

・中学校や高

クールバスの

ンクルーシブ

町村就学相談

教員を対象

害のある幼児

害のある幼児

境整備の充実

係機関と連携

キャリア教育

知労働局、県

別支援学校

展開

援教育コ－ディネ

護者からの相談窓

援教育連携協議会

乳幼児期から学校

会。 

就学相談支援事業

方策の検討を行

ーサルデザインの

 

ア教育・就労支援

労支援策の検証や

 

育的ニーズに

援体制の確

徒の個別の教

徒の個別の教

育所・認定子

育コーディネ

級担当教員等

育支援員の派

を要する園児

育内容の充実

員会へ「特

「中学校か

・特） 

必要とする

します。（県

の教育環境の

害特別支援

高等学校の

の整備を推

ブ教育システ

談支援事業

としたユニ

児児童生徒

児児童生徒

実に向けた

携した就労支

育・就労支

県産業労働

に就労支援

ネーター：校長

窓口などの役割

会：教育、医療

校卒業後までに

業：市町村の就

う事業 

の授業：特別な

援推進委員会：

や検討を行う委

に応じた支援

確立に向けた

教育支援計画

教育支援計画

子ども園に対

ネーター３ 等

等の特別支援

派遣を推進

児が就園する

実を支援しま

特別支援教育

から高等学校

る生徒への学

県民生活部）

の整備及び通

援学校の設置

の余裕教室な

推進します。

テムの構築

業５ を通じた

ニバーサルデ

徒と障害のな

徒が十分な支

た検討を行い

支援（特） 
支援推進委員

働部との連携

援に専門的に

長より指名され、

割を担う教員。 

療、福祉、労働等

に生涯にわたって

就学相談及び就学

な配慮・支援を必

学識経験者、企

委員会。 

援・指導の

た取組を推進

画及び個別

画の引継ぎ

対する県教育

等の教員の様

援学校教諭

します。 

る私立幼稚園

ます。（県民

育連携協議会

校」への移行

学習・生活・

） 

通学環境の

置を推進しま

などを活用し

 

（高・義・

た就学先決定

デザインの授

ない幼児児童

支援を受ける

います。 

員会」７ によ

携による企業

に取り組む

、主に、校内委

等が一体となっ

て一貫して支援

学事務担当者を

必要とする児童

企業関係者、労

充実 

進します。（

の指導計画

ぎ率を改善し

育委員会主催

様々な役割

免許状の保

園（学校法人

民生活部） 

会」４ の設置

行支援を行う

・進学・就職

改善（特）

ます。 

した分校、分

特） 

定を支援しま

授業６ などの

童生徒の交流

るための合理

よる就労支援

業に向けた働

「就労アドザ

委員会・校内研修

て障害のある子

援するための総合

を対象に、専門家

童生徒だけでなく

労働部局関係者、

（高・義・特

画の作成率を

します。 

催の研修への

割に応じた研

保有率の向上

人立、幼保

置を働きかけ

うネットワ

職等をサポー

 

分教室の設置

ます。 

の研修を充実

流及び共同学

理的配慮に向

援策の検討

働きかけを行

ザイザー」の

修の企画・運営

子ども及びその保

合的なシステム

家による指導や就

く、すべての児童

福祉部局関係者

特） 

を改善します

の参加を促進

研修を充実し

上を図ります

保連携型認定

け、「幼稚園

ークづくり

ートする私立

置を検討し

実します。

学習を推進

向けた人的

を行います

行います。

の配置を推進

、関係諸機関と

保護者等の多様

を構築すること

就学相談・就学

童生徒にとって

者、学校関係者

す。 

促進します。

します。 

す。 

定こども園

園・保 

を推 

私立中学校、

します。 

進します。

的配置 

す。 

 

推進します。

との連携・調

様なニーズに

とを目的とし

学支援先の具

て分かりやす

者等を委員と



 

１ 個
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②

 

③

 

 

第２

個に応じた

施策体

４）外国語

○ グローバ

て世界との

わる機会が

○ グローバ

我が国・地

ニケーショ

そこで、子

極的に英語

です。 

○ 平成 27

もたちの英

習指導要領

英語を教科

れの学びを

○ このよう

研修、学校

して取り組

① 外国語

 海外派

  海外の

② 英語教

 ALT・

③ 教員研

 「英語

  海外派

章 取組の

たきめ細か

体系 

語教育の推

バル化や情

のつながり

が増えてきて

バル化は今後

地域の伝統

ョンのため

子どもたち

語を使おう

7 年６月、

英語力の向

領の次期改

科化するこ

を円滑に接続

うな改革の

校における

組むことが必

語や外国文

派遣・留学支

の言語を学ぶ

教育の一層

・外部講師の

研修の充実

語教育推進リ

派遣による教

の方向と施策

かな教育を

推進 

情報通信技術

を持つよう

ています。

後も一層進

統と文化等に

に、国際共

が英語を用

とする態度

国は小学校

上を図る「

改訂において

と、中学校

続すること

の中、子ども

る指導体制の

必要です。

文化を学ぶ

支援の推進、

ぶ機会づくり

層の充実 

の活用、英語

実 

リーダー」の

教員の力量向

策の展開 

充実させ、

術の進展に伴

うになり、外

 

進むと予測さ

に対する深い

共通語として

用いてコミュ

度を育んでい

校・中学校

「生徒の英語

ては、小学校

校や高校での

となどが大き

もたちの英語

の充実に、県

 

ぶ機会の充

「イングリ

り 

語教育の研究

の養成、ハブ

向上 

、一人一人

伴い、身近な

外国語や外国

されており、

い理解を前提

ての英語の力

ュニケーショ

いけるよう、

・高校の各段

語力向上推進

校中学年から

の指導・評価

きな柱となっ

語力向上のた

県教育委員会

充実 

リッシュキャ

究推進と成

ブスクール

人の個性や

な生活の中で

国の文化に触

日本人とし

提として、異

力がますます

ョンを図る体

、英語教育

段階を通じ

進プラン」

ら外国語活動

価を改善す

っています。

ために必要

会、市町村教

ャンプ in あ

成果共有、優

12 校を核

や可能性を

で人やモノ

触れる場面

してのアイデ

異文化理解

す重要になる

体験を積み

を充実して

じて英語教育

を策定しま

動を行うこ

ること、小

 

となる人材

教育委員会

あいち」の充

優秀な人材の

核とした研修

を伸ばしま

ノ、情報等に

面、外国の人

デンティテ

解や異文化コ

ると思われ

み重ねながら

ていくことが

育を充実し、

ました。また

ことや高学年

小・中・高そ

材の確保や教

会、大学等が

充実 

の確保 

修の充実 

ます 

に関し

人と関

ィや、

コミュ

ます。

ら、積

が必要

子ど

た、学

年から

それぞ

教員の

が連携

① 外国語

○ 高校

に受け

○ 英語

あいち

◎ 我が

す。（

◎ 東京

高校生

○ 児童

海外の

○ 県内

 

② 英語教

○ すべ

携を図

◎ 小学

の成果

○ グロ

くり、

テーシ

○ 愛知

教育の

○ 英語

員の海

立高等

○ ネイ

する教

部）

施策の

語や外国文

校生の海外

け入れ、海

語コミュニ

ち」の内容

が国と関わ

（高） 

京オリンピ

生を将来の

童生徒が、

の言語に直

内に在住す

教育の一層

べての小学

図ります。

学校の英語

果を還元し

ローバル人

、留学生等

ション能力

知県公立学

の充実のた

語教育以外

海外研修へ

等学校を支

イティブ・

教員の職務

の展開

 

文化を学ぶ機

外派遣や留学

海外の文化に

ニケーション

容の一層の充

わりの深い近

ピック・パラ

の国際大会ボ

海外派遣、

直接触れる機

する海外から

層の充実 

学校でALT、

（高・義）

語科の指導と

します。（義）

人材の育成や

等も参加する

やコミュニ

学校教員採用

ための人材を

外の外国語カ

への派遣など

支援します。

スピーカー

務を助ける外

機会の充実 

学支援の事業

に接する機会

ン能力を宿泊

充実を図りま

近隣アジア

ラリンピック

ボランティア

海外語学研

機会の拡充に

らの留学生と

外部講師を

と適切な評価

） 

や先進的な英

る研究発表会

ニケーション

用選考試験に

を確保します

カリキュラム

ど、外国語教

（県民生活部

ーとして外国

外国人職員を

業を一層推進

会を広げます

泊生活の中で

ます。（高・

諸国などの

クや本県が誘

アとして養成

研修、海外へ

に努めます。

と、県内の児

を活用でき

価の在り方に

英語教育に取

会等を通じて

ン能力の伸長

において、「

す。（教） 

ムの開設、ネ

教育を推進

部） 

国語教育を担

を雇用してい

進するとと

す。（高） 

で育成する

義） 

の文化や言語

誘致している

成します。（

への修学旅

（高・義）

児童生徒との

るよう、市

について研

取り組む学

て成果の共

長を図ります

「英語有資格

ネイティブ

し、グロー

担当する外

いる私立中学

ともに、海外

「イングリ

語を学べる

るフットサル

（高） 

旅行、姉妹校

 

の交流を促進

市町村教育委

研究を進め、

学校が連携す

共有を図ると

す。（高）

格者特別選考

ブ・スピーカ

ーバル人材の

外国人教員、

学校を支援

外の高校生を

ッシュキャ

コースを設

ル世界大会

校提携等を通

進します。（

委員会や大学

県内の小学

するための組

とともに、プ

考」を継続し

カーの雇用、

の育成に取り

外国語教育

します。（県

を積極的

ャンプ in

設置しま

会に向け、

通して、

（高・義）

学等と連

学校にそ

組織をつ

プレゼン

し、英語

英語教

り組む私

育を担当

県民生活



 

③ 

○

○

◎

○

施

教員研修の

○ 「英語教

的に進めま

○ 先進的英

行う「あい

徒の英語の

者研修」を

◎ ハブスク

相互交流を

○ ビクトリ

語教員スキ

施策の展開

の充実 

教育推進リー

ます。（高・

英語教育の拠

いちスーパー

のコミュニケ

を継続します

クール12 校

を促進し、連

リア州との間

キルアップ研

開 

ーダー」を養

義） 

拠点となるハ

ーイングリッ

ケーション能

す。（高） 

校を核として

連続性をも

間で行う教員

研修」を継続

養成し、英語

ハブスクー

ッシュハブ

能力を向上

て、小・中

った英語の

員の相互派

続します。

語指導に当た

ール12 校を

スクール事

上させる指導

中・高の英語

の学びを実現

派遣事業と、

（高） 

たる教員の

を指定し、指

事業」と、す

導技法を身に

語教育に携わ

現します。（高

英語教員を

資質向上の

導方法の研

すべての英語

に付けるため

わる教員の合

高・義） 

をビクトリア

のための研修

研究や地区別

語教員を対象

めの「英語教

合同研究・研

ア州に派遣す

修を計画

別研修を

象に、生

教育指導

研修等、

する「英

空空白 



 

１ 個

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（

○

○

○

○

 

 

 

第２

個に応じた

施策体系

５）理数教

○ 科学技術

しかし、近

術立国と

な人材を育

○ 本県は、

れからもロ

あいち」を

○ 「平成2

た割合は、

る職業に就

○ このよう

る学びや職

な見方や考

たり大学や

① 高等学

  理数教

② 科学技

  科学技

③ 理科授

  実験補

章 取組の

たきめ細か

系 

教育の推進

術の進展は

近年では、

しての優位

育成してい

、自動車産

ロボット産

を目指して

27 年度全国

、小・中学生

就きたい」

うな現状を

職業につな

考え方を養

や企業と連携

学校での高

教育の研究推

技術への関

技術の普及啓

授業の充実

補助員の配置

の方向と施策

かな教育を

進 

はめざましく

新興国の台

位性を保ち、

くことは、

産業、航空宇

産業等、新た

います。そ

国学力・学

生共に全国

と答えた割

を踏まえ、子

なげていくた

養う学びを工

携したりし

高度な理数

推進と成果の

関心を高め

啓発の推進、

実 

置、教員研修

策の展開 

充実させ、

く、我が国は

台頭等によっ

今後も発展

我が国の未

宇宙産業等の

たな科学技術

そのための人

学習状況調査

国平均を上回

割合は、小・

子どもたちの

ために、子ど

工夫するとと

しながら、理

数教育の推

の共有、教

める取組の

、「あいち科

修の推進 

、一人一人

はその先頭を

って国際的な

展していくた

未来にとって

のものづくり

術によるイノ

人材の育成は

査」の結果に

回っています

中学生共に

の理科への興

どもたちの知

ともに、理数

理数教育をさ

推進 

教育環境整備

の推進 

科学の甲子園

人の個性や

を走って世界

な競争が激

ために研究者

て大きな課題

り産業を基盤

ノベーショ

は、本県にと

によると、「

すが、「将来

に全国平均を

興味・関心

知的好奇心や

数教育の充実

さらに進めて

備の推進、県

園（ジュニ

や可能性を

界をリード

しくなって

者や技術者

題です。 

盤に発展し

ンによって

とっても重要

「理科の勉強

来、理科や科

を下回ってい

を、将来の

や探究心を

実を図る国

ていく必要が

県内６大学と

ア）」の開催

を伸ばしま

ドしてきまし

ています。科

者になり得る

してきており

て「日本一元

要な課題で

強は好き」と

科学技術に関

います。 

の科学技術に

を刺激し、科

国の事業を活

があります

との連携強化

催 

ます 

した。

科学技

る新た

り、こ

元気な

です。 

と答え

関係す

に関す

科学的

活用し

す。 

化 

① 高等学

○ スー

大学や

成果を

者の一

○ 理科

するこ

○ 県内

を受け

○ スー

民生活

② 科学技

◎ 県内

発を図

生を対

○ 児童

促進及

◎ 女子

○ 「あ

味・関

生徒を

 

③ 理科授

○ 小学

○ スー

導力向

施策の

学校での高度

ーパーサイエ

や研究機関等

を広く共有し

一層の拡大を

科教育設備の

ことができる

内６大学の協

ける場を一層

ーパーサイエ

活部） 

技術への関心

内の中・高校

図ります。ま

対象に、科学

童生徒の科学

及び活性化を

子生徒の理系

あいち科学の

関心を高める

を育てます。

授業の充実

学校の理科の

ーパーサイエ

向上を目的と

の展開

 

度な理数教育

エンスハイス

等が参加する

します。また

を図ります。

の充実を図り

る教育環境を

協力のもとに

層充実してい

エンスハイス

心を高める取

校生を対象に

また、科学技

学技術普及啓

学技術に対す

を支援します

系分野への関

の甲子園」「

るとともに、

（高・義）

の授業を充実

エンスハイス

とした取組を

育の推進 

スクールをは

る「あいち科

た、研究発表

（高） 

り、観察・実

を整備します

に実施してい

いきます。（

スクールの指

取組の推進 

に、「サイエ

技術普及啓発

啓発イベン

する興味・関

す。（産業労

関心を高める

「あいち科学

科学の楽し

 

実するため、

スクール事業

を推進します

はじめとす

科学技術教育

表の場である

実験などを通

す。（高） 

いる「知の探

（高） 

指定を受け

エンス実践塾

発団体のネ

トを開催し

関心の醸成を

労働部） 

る取組を行

学の甲子園ジ

しさやおもし

、理科実験

業等の成果

す。（高） 

する科学技術

育推進協議

る「科学三昧

通して実物に

探究講座」を

けている私立

塾」を開催し

ットワーク

します。（産業

を図るため、

行います。（高

ジュニア」を

しろさを味わ

験補助員の配

果を広く普及

術教育に力を

議会」を実施

昧」につい

に触れて探

を継続し、

立高等学校を

し、広く科

をつくり、

業労働部）

め、少年少女

高） 

を開催して、

わう機会を

配置を進めま

及するととも

を入れている

施し、研究や

て、参加校

究的な学習

先進的な理

を支援します

学技術への

県内の幼児

発明クラブ

、科学に関

通して科学

ます。（義）

もに、理科教

る高校、

や取組の

校や参加

習を実施

理数教育

す。（県

の普及啓

児・小学

ブの設置

関する興

学好きの

 

教員の指



 

１ 個

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（

○

○

○

○

①

 

②

 

第２

個に応じた

施策体

６）情報教

○ 情報化社

今後も、情

す。子ども

来を生きて

○ 文部科学

関わる「情

情報モラル

れており、

○ 特に、こ

保護等の情

から、高度

○ 子どもた

実際の授業

育を推進し

① 情報活

 情報モ

授業で

② 学校の

 ICT 環

章 取組の

たきめ細か

体系 

教育の充実

社会の急速な

情報通信技

もたちにと

ていくため

学省の定義

情報活用の

ルや情報に

、小・中学校

これからの

情報セキュ

度な情報モ

たちの情報活

業場面で IC

していく必要

活用能力の

モラル向上へ

でのICT の活

の情報化の

環境の整備、

の方向と施策

かな教育を

実 

な進展に伴

技術の進歩に

って、情報

に、情報活

義によれば、

の実践力」、情

対する責任

校、高等学

の社会では、

リティの観

ラルを身に

活用能力を

CT を活用で

要がありま

の育成 

への啓発推進

活用 

の推進 

ICT の活用

策の展開 

充実させ、

伴い、身の回

により、社会

報化社会での

活用能力を身

情報活用能

情報手段の

任等に関わる

学校を通して

著作権や肖

観点、SNS１

に付けること

を育成するた

できるよう教

ます。 

進、教員研修

用に関する教

、一人一人

回りには多く

会の情報化は

の学びを広げ

身に付けるこ

能力とは、必

特性の理解

る「情報社会

てバランスよ

肖像権等の権

 等ネットワ

とがきわめて

ために、今後

教員の知識や

修の充実、「

教員研修の充

人の個性や

くの情報があ

はますます進

げ、生活を快

ことが必要で

必要な情報

解等に関わる

会に参画す

よく育成する

権利を尊重

ワーク上の

て大切となり

後もICT２ 環

や技能も高

「モラルBO

充実 

や可能性を

あふれるよう

進んでいく

快適なもの

です。 

の主体的な

る「情報の科

る態度」の

るものとされ

する法的な

のトラブルか

ります。 

環境の整備を

高めながら、

OX」の充実

を伸ばしま

うになりま

くものと思わ

のにし、安全

な収集・判断

科学的な理解

の３観点で整

れています

な観点、個人

から身を守る

を図るととも

計画的に情

実、 

ます 

した。

われま

全に未

断等に

解」、

整理さ

す。 

人情報

る観点

もに、

情報教

① 情報活

○ 「保

省委託

教員の

◎ ネ

め、警

○ 各校

めます

主な実

共有

○ 指導

を活用

○ 先進

ます。

○ 生徒

援しま

 

② 学校の

◎ 無線

○ ICT

す。（

◎ 施設

育環境

○ 情報

学校を

施策の

１ SNS
トワー

２ ICT
導入し

活用能力の

保護者向け

託）などの活

の研修を進

ット上のい

警察等関係機

校の情報教

す。また、特

実践内容を

します。（義

導の意図や

用して「わ

進的なICT

。（高・特）

徒への情報

ます。（県民

の情報化の

線LAN やタ

T の活用方

（高・義・特

設の改修等

境の充実を

報教育の推

を支援しま

の展開

S：Social Netw
ーク）を構築する

：Information 
し、子どもたちの

 

の育成 

けスマホ教室

活用を推奨

進めます。（県

じめへの対

係機関と連携

教育指導計画

特に発達段階

を道徳教育総

義） 

や授業の目的

わかる授業」

を活用した

 

報モラル向上

民生活部）

の推進 

タブレット

方法や指導方

特） 

等にあわせて

を進めます。

推進を図るた

ます。【再掲】

working Service
るサービスのこ

and Communi
の情報活用能力

室」（社会活

し、情報モラ

県民生活部、

対応力や、児

携して教員の

画に基づき、

階に合わせて

総合教育サイ

的に合わせて

づくりに取

た授業を積極

上に関する講

端末などの

方法等につい

て県立高校に

【再掲】（高

ため、教育用

】（県民生活

eの略。インター

と。 
ication Technol
の育成を図って

活動推進課）、

ラルに関する

、生、高、

児童生徒の情

の研修を進め

教育活動全

て情報モラル

イト「モラル

て、デジタル

取り組みます

極的に推進

講演会、研修

のICT 教育環

いて教員研

にプレゼンテ

高） 

用コンピュー

活部） 

ーネット上の交

logy（情報通信

ている。 

、ｅ-ネット

る保護者へ

義） 

情報モラルに

めます。（義

全体を通して

ルに関する

ル BOX」に

ルコンテンツ

す。【再掲】

し、生徒の情

修等を実施し

環境の整備を

研修を行い、

テーションル

ータを整備し

交流を通して社会

信技術）の略。学

トキャラバン

への啓発や児

に関する指導

義） 

て情報活用能

る指導を推進

に掲載し、成

ツを取り入

（高・義・特

情報活用能力

している私立

を進めます

指導能力の

ルームを整備

している私立

会的ネットワー

学校では、パソコ

ン隊（文部科

児童生徒の学

導力の向上の

能力の育成

進するととも

成果や課題等

れるなど、

特） 

力の育成を図

立高等学校を

。（企） 

の向上に努め

備するなど

立中学校、高

ク（ソーシャル

コンやタブレッ

科学

学習、

のた

に努

もに、

題等を

ICT

図り

を支

めま

ど、教

高等

ル・ネッ
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１ 個に応じたきめ細かな教育を充実させ、一人一人の個性や可能性を伸ばします 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

施策体系 

（７）日本語指導が必要な子どもたちへの支援の充実 

○ 国籍や民族などの違いにかかわらず、すべての県民が互いの文化的背景や考え方などを

理解し、ともに安心して暮らせ活躍できるような多文化共生社会の形成を推進していく必

要があります。 

○ 本県における外国人県民の中で最も多いのはブラジル人ですが、ブラジル人が減る一方

でフィリピン人・ベトナム人など東南アジア出身者が増えるなど、多国籍化が進んでいま

す。さらに、永住志向が高まったり、居住地が散在化するなど、様々な面から状況は多様

化してきています。 

○ 平成 26 年度の文部科学省の調査によると、本県は日本語指導を必要とする外国人児童

生徒数が6,373 人、日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒が1,438 人と、ともに全国

最多であり、きめ細やかな学習及び学校生活適応の支援を進めていく必要があります。 

○ そのためには、公立小・中学校で日本語指導を行う加配教員や母語による生活適応支援

等を行う語学相談員、県立高等学校における外国人生徒教育支援員の配置の充実とあわせ

て、日本語指導を必要とする外国人児童生徒の学びの場の整備を推進していくことが求め

られています。 

○ また、管理職や日本語指導を担当する教員の研修の充実や、教員養成学部を有する大学

での日本語指導に関する講座の設置の促進などにより、教員の資質の向上を推進していく

ことが必要です。 

① 受入体制の整備への支援 

○ 公立小・中学校における日本語教育適応学級担当教員の増員や、語学相談員による

生活適応相談の充実を図ります。（義） 

○ 県立高等学校における外国人生徒教育支援員の配置の拡充を図ります。（高） 

○ 外国人生徒等を対象とした特別な入学者選抜の実施校の拡大を図ります。（高） 

○ 就学前の子どもを対象としたプレスクールの設置を促進します。（県民生活部） 

○ 「日本語能力測定方法」 を活用し、日本語能力を把握することにより、適切な支

援を実施します。（義） 

○ 「特別の教育課程」 による日本語指導を実施します。（義） 

◎ 公立学校や NPO 等を対象とした情報共有や意見交換の場をつくるなど、公立学校

とNPO 等との連携を検討していきます。【再掲】（義、県民生活部） 

② 日本語指導に関わる教員の資質の向上 

○ 愛知県公立学校教員採用選考試験において、「外国語（ポルトガル語、スペイン語、

中国語）堪能者特別選考」を行います。（教） 

○ 管理職や日本語教育適応学級担当教員を対象とした研修を充実します。（高・義・特）

③ 地域における日本語学習への支援（県民生活部） 

○ 「日本語学習支援基金」 の活用により、外国人学校に対して日本語指導者の雇用

に関わる経費への支援や、日本語学習教材の給付や助成を行います。

○ 「日本語学習支援基金」を活用した地域の日本語教室への助成や、日本語指導ボラ

ンティアの養成により、地域における日本語学習を支援します。 

④ 保護者に対する働きかけの推進（義） 

○ 子どもたちの進路に関する情報の提供など、保護者の就学意識・意欲を高める働き

かけを実施します。 

施策の展開

① 受入体制の整備への支援 

  加配教員・語学相談員・外国人生徒教育支援員の配置の拡充、特別な入学者選

抜の実施校の拡大、プレスクールの設置の促進 

② 日本語指導に関わる教員の資質の向上 

  教員採用試験における外国語堪能者特別選考の実施、教員研修の充実 

③ 地域における日本語学習への支援 

   外国人学校への支援、地域の日本語教室への支援 

④ 保護者に対する働きかけの推進 

   子どもたちの進路に関する情報の提供 

第２章 取組の方向と施策の展開 

３ 

２ 

１ 日本語能力測定方法：文部科学省が開発した日本語能力を測定する客観的な基準 

２ 特別の教育課程：児童生徒が学校生活を送る上や教科等の授業を理解する上で必要な日本語の指導を在籍学級の教育課程の一部の時間に 

替えて、在籍学級以外の教室で行う教育の形態 

３  日本語学習支援基金：外国人児童生徒の日本語学習支援を目的として、地元経済団体の賛同を得て創設した民間拠出による基金 
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